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>>>選択を迫られる療養病床 

 平成 18 年度診療報酬改定において大きな影響をもたらしたのは、療養病棟入院基本料に

導入された患者分類による包括評価の考え方でした。 

 医療費抑制の命題のもと、厚生労働省が打ち出した療養病床再編の方針は、現在 38 万床

ある医療・介護療養病床を 2011 年度末までに医療療養病床のみの 15 万床に削減するとい

うものであり、その目標達成のため、医療機関選別の指標としたのが今次改定の方向性の

柱だったといえます。 

 この患者分類による包括評価は、医療必要度の低い患者の報酬を著しく低く設定してお

り、いわゆる社会的入院患者を多く抱えてきた医療機関は大幅な減収を強いられる結果と

なるため、減床や介護施設への転換など、あるいは閉院の選択を迫られる状況となりまし

た。すなわち、社会的入院患者を医療保険から介護保険サービスの対象者へと移動させる

ことによって、療養病床の再編を先導する役割を果たすという目的がありました。 

 

■厚生労働省の描く療養病床再編イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

厚生労働省が描く療養病床の将来像 １ 

    

    25 万床 

 

 

 

 

         

 

 

 

 

    13 万床 

療養病床 38 万床

医療療養病床 

医師 ３人 

看護 20：１ 

介護 20：１ 

老人保健施設 

ケアハウス 

有料老人ホーム 

居住系サービス 

在宅療養支援診療所

【経過措置】2011 年度末まで 

介護保険移行準備病棟（医療保険） 

看護師・看護補助者 15：１ 

 うち３分の１以上が看護師 

経過型介護療養型医療施設（介護保険）

医師２人 看護 40：１ 介護 20：１

医療必要度：高 

医療必要度：低 23 万床

11 万床 

９万床 

４万床 

14 万床 

15 万床

2012 年度 

医療保険適用 

医師 ３人 

看護 25：１ 

介護 25：１ 

介護保険適用 

医師 ３人 

看護 30：１ 

介護 30：１ 
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>>>医療必要度による患者分類と包括評価 

 今次診療報酬改定で新たに導入された療養病棟入院基本料では、患者個々の医療の必要

度（医療区分）と身体機能（ＡＤＬ区分）の分類による９つのマトリクスに分け、これを

ベースにしてＡからＥの５段階で包括的に報酬が設定されています。 

 最も高額であるＡは 1740 点であり、従来の報酬の中で区分３に相当する患者を多く受け

入れていた特殊疾患療養病棟入院１（６月末廃止）の 1980 点には及びません。 

 また、最低のＥであれば 764 点で改定前の療養病棟入院基本料２に比して、353 点も引

き下げられたこととなり、いずれにしても大幅な減収が予測されることは否めません。 

 

■医療区分の分類 

医療区分 医療区分１ 医療区分２ 医療区分３ 

医療区分３に該当しない者のうちいず

れかの条件に該当する者 

以下のいずれかの条件に該当する

者 

【疾 患】 

・筋ジストロフィー症 

・筋萎縮性側索硬化症 

・パーキンソン病関連疾患 

・その他の難病（スモンを除く） 

・脊髄損傷（四肢麻痺） 

・慢性閉塞性肺疾患（Hugh Jones V 度）

・疼痛コントロールを要する悪性腫瘍 

○経過措置（１） 

【疾 患】 

・スモン 

○経過措置（２） 

分 類 

医 療 区 分

２・３に該

当 し な い

もの 

【状 態】 

・肺炎 ・尿路感染症 

・リハビリを要する疾患発症 30 日以内

・脱水 ・体内出血（反復継続するもの）

・頻回の嘔吐（１日複数回） 

・褥瘡（２度または２箇所以上） 

・末梢循環障害による下肢末端開放創 

 （２度以上） 

・せん妄 ・うつ状態 

・他者への暴行が毎日見られる状態 

・透析 

・発熱または嘔吐を伴う場合の経管栄養

 （経鼻・胃瘻） 

・喀痰吸引（１日８回以上） 

・気管切開や気管内挿管 

・血糖チェック（7日間中２日以上、か

つ１日３回以上のチェック実施） 

・皮膚の潰瘍ケア 

・創傷処置（手術創、感染創） 

・足のケア 

（開放創、蜂巣炎・膿等の感染症） 

【状 態】 

・医師および看護師による 24 時間

体制での監視・管理を要する状

態 

・中心静脈栄養（消化管異常、悪

性腫瘍等により消化管からの栄

養摂取が困難な場合） 

・24 時間持続点滴 

・人工呼吸器 

・ドレーン法、胸腹腔洗浄 

・発熱を伴う場合の気管切開、気

管内挿管 

・酸素療法（安静時、睡眠時、運

動負荷のいずれかで SaO290%以

下） 

・感染隔離室での管理 
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○経過措置（１） 

・2006 年６月 30 日時点で特殊疾患療養病棟入院料１算定患者のうち神経難病等（＊）に

該当する者 

 ⇒ 2008 年３月 31 日までの期間、本来医療区分１に該当する場合でも医療区分２とみ

なす 

・重度心身障害児（者）施設および指定医療機関、肢体不自由児（者）施設および指定医

療機関並びに進行性筋萎縮症者にかかわる指定医療機関（2006 年 10 月以降は障害者自

立支援法に定める療養介護事業を実施する指定事業者を含む）の療養病棟であって、2006

年 6 月 30 日時点で特殊疾患療養病棟入院料１、２または特殊疾患入院施設管理料を算定

している病棟 

 ⇒ 重度の肢体不自由児（者）や知的障害者は患者分類で本来医療区分１に該当する場

合でも医療区分２とみなす 

 

○経過措置（２） 

・2006 年６月 30 日時点で特殊疾患療養病棟入院料１算定患者のうち神経難病等（＊）に

該当する者 

 ⇒ 2008 年３月 31 日までの期間、医療区分１もしくは２に該当する場合でも医療区分

３とみなす 

 

＜（*）対象となる神経難病等＞ 

脊髄損傷、筋ジストロフィー、多発性硬化症、重症筋無力症、スモン、筋萎縮性側索硬化症、

脊髄小脳変性症、パーキンソン病関連疾患、ハンチントン病、多系統萎縮症、プリオン病（ク

ロツフェルト・ヤコブ病、ゲルストマン・ストロイスラー・シャインカー病、致死性家族性

不眠症）、亜急性硬化性全脳炎、仮性球麻痺、脳性麻痺 

 

■ＡＤＬスコア算出方法（単純合計方式、単位：点） 
 

自 立 準 備 観 察
部分的

な援助

広範な

援 助

最大の

援 助 

全 面 

依 存 

本動作

な し

ベッド上の可動性 ０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ６ 

移 乗 ０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ６ 

食 事 ０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ６ 
トイレの使用 ０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ６ 

 

 

 

 

 

ＡＤＬ  0～10 点 ＡＤＬ区分１

ＡＤＬ 11～22 点 ＡＤＬ区分２

ＡＤＬ 23～24 点 ＡＤＬ区分３

合 計 

分類した「医療区分」と算出した「ＡＤＬ得点」

の組み合わせによってできる９つのマトリクスに

ついて、それぞれ入院基本料報酬額が設定された
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■包括評価となった療養病棟入院基本料 

療養病棟入院基本料 医療区分１ 医療区分２ 医療区分３ 

ＡＤＬ区分３ 
885 点 

（入院基本料Ｄ） 

ＡＤＬ区分２ 

1344 点 

（入院基本料Ｂ） 

ＡＤＬ区分１ 

764 点 

（入院基本料Ｅ） 
1220 点 

（入院基本料Ｃ）(*)

1740 点 

（入院基本料Ａ） 

（＊）医療区分２：ＡＤＬ区分１の認知症患者 ⇒ 認知機能障害加算５点の対象 

 

 改定前の療養病棟入院基本料からの引き下げ率をみると、従前より比較的医療必要度の

高い患者を中心として受け入れていた医療機関であっても、ダメージは小さくなかったと

推測できます。とりわけ、経過措置の要件とされた本年６月 30 日時点における医療区分の

評価時期を経過した現在では、既に 2012 年度以降を見据えた動きが始まっているといえま

す。 

 

 今次診療報酬改定の影響と介護療養病床廃止を受けて、慢性期病院は平成 14 年７月以来

再度の「病棟選択」を迫られているといってもよいでしょう。 

 医療機関は、厚生労働省の示す政策動向を窺いながら、様々な選択肢のメリットとリス

ク、そして将来の見通しを検討する必要があります。15 万床に残るか、あるいは 23 万床

のうちの新たな方向性を求めるのか、療養病床にとっては大きな決断の時期が近づいてい

ます。 
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■医療区分・ＡＤＬ区分評価票 
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資料：平成 18 年４月 13 日厚生労働省保険局医療課   

「療養病床に関する説明会」資料より抜粋   
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>>>医療・介護療養病床それぞれの選択肢 

 医療・介護療養病床の 2012 年度以降の選択肢は、その移行について大小の困難が伴うも

のの、抱えている入院患者の依存度によって病棟転換（一般病床、回復期リハビリ病棟）

や介護関連施設（老人保健施設、有料老人ホーム等）、あるいはこれら施設への転換を前提

として、ともに 2011 年度末までの経過措置である介護保険移行準備病棟や経過型介護療養

型医療施設へ一時的に「避難」する方向性も含めて、複数が準備されています。 

 療養病床を抱える医療機関としては、厚生労働省の施策方針を十分に踏まえ、自院の機

能と地域医療ニーズを総合的に勘案して、今後進むべき道を検討する必要があります。 

 

 

>>>療養病床の転換パターン 

 前述のとおり、今次改定で導入された療養病棟入院基本料の設定基準が患者の医療依存

度（医療必要度＋ＡＤＬ区分）となっていることから、改定内容の詳細が明らかとなって

以降、各医療機関において患者分類のための評価が進められてきたと思われますが、実際

に医療区分２および３に該当する患者が療養病床入院患者全体のどの程度の割合を占めて

いるかによって、今後の選択に大きな影響を与えることになります。 

 

■医療・介護療養病床の転換パターン 

○医療依存度の高い患者を多く抱える場合 

 

 

 

 

○医療依存度の低い患者を多く抱える場合 

 

 

 

 

 

(＊1) 医療計画上のハードルなし 

(＊2) 介護保険事業計画上のハードルあり 

療養病床の転換パターンと検討ポイント ２ 

・医療療養病床 

・回復期リハビリテーション病棟 

・一般病床（障害者施設等入院基本料など） 

・介護保険移行準備病棟（2011 年度末まで） 

・老人保健施設、特定施設（有料老人ホームなど）

・経過型介護療養型医療施設（2011 年度末まで）

・在宅医療（在宅療養支援診療所等） 

(＊1) 

(＊2) 

医
療
療
養
病
床 

介
護
療
養
病
床 
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>>>とるべき選択肢のハードルとなるものは 

 入院患者の医療依存度によって、取るべき選択肢の幅はおのずと定まることになります

が、自院の機能や人員体制からもクリアしなければならない条件があります。 

 さらに前述のように、特殊疾患療養病棟入院基本料の廃止に伴う経過措置として、現状

は医療区分２もしくは３に含まれることになった患者の割合は少なくなく、期間経過後に

は区分２、３の患者は急激に減少するものと思われます。 

 このほかにも、施設基準の充足と算定可能な報酬、そして介護事業の将来性など、検討

すべき要素は多々存在しますが、選択の際にポイントとなるのは次のような点です。 

 

■医療療養病床 

・医療区分２および３の患者の確保が必要かつ存続の絶対条件 

  ⇒ 患者の囲い込みが今後も引き続き激化の予想 

・人材の確保 

  ⇒ 実質的に看護職員 20:１/看護補助者 20:１以上が必須条件 
    ∵特殊疾患療養病棟入院料を算定していた病棟であれば比較的容易 

 

■回復期リハビリテーション病棟 

・人材配置・施設基準の充足 

  ⇒ 人材配置～看護職員 15:１/看護補助者 30:１以上、常勤ＰＴ・ＯＴ配置 

    最低 45 ㎡以上のリハビリテーション施設（スペース）など 

・算定日数上限のクリア 

  ⇒ 稼働率保持が必須、急性期病院および在宅機能との連携強化が必要 

 

■一般病床 

・相応な報酬算定と施設基準充足 

  ⇒ 障害者施設等入院基本料（看護職員 15:１以上）、亜急性期入院基本料 等

    在院日数の縛りなし、特殊疾患入院施設管理加算などを算定可 

    高い医療区分の患者の確保が必要 

 

■介護保険移行準備病棟（2011 年度末までの経過措置） 

・要件：医療区分１の患者が６割以上 

  ⇒ 人員配置基準の緩和（看・看補 15:１以上、うち３分の１以上が看護師） 

    療養病棟入院基本料と報酬同額 

    老健施設等への転換が条件 
    ∵転換にあたっては助成金交付の予定だが、詳細未定（＊） 
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■経過型介護療養型医療施設（2011 年度末までの経過措置） 

・要件：社会保険事務局に対する転換計画書の提出 

  ⇒ 人員配置基準の緩和（看護職員 40:１/介護職員 20:１以上） 

    介護療養病床で算定可能な要介護度高い患者について低い報酬設定 

    老健施設等への転換が条件 
    ∵転換にあたっては助成金交付の予定であり詳細未定（＊） 

 

■老人保健施設・特定施設（有料老人ホーム等） 

・施設基準の充足 

  ⇒ 一人当たり居室面積 8㎡以上の要件クリアが必要 
    ∵2011 年度末までの経過措置として「転換型老健」では療養病床同様 6.4 ㎡以上

・民間事業者との競合 

  ⇒ 有料老人ホーム事業などの将来性は不透明 

 

（＊）転換事業支援助成（市町村交付金） 

 介護療養型医療施設を介護老人保健施設等に転換した場合、転換病床１床について、下

記の金額が交付されます。交付の算定基礎病床の上限を「転換によって減少する療養病床

数」とし、施設転換の際の整備に要する経費が、2011 年度まで６年間の時限措置として支

給されます。このほか「先進的事業支援特例交付金」として、特別老人ホームの個室から

ユニット化改修に 50 万円、多床室からのユニット化改修であれば 100 万円が整備床数に応

じて交付されることとなっています。 

 なお、医療療養病床に対しては、医療保険財源により都道府県が主体となって支援措置

が実施される予定です。 

 

■「創設」：既存施設は維持して新たに施設を建築整備  ⇒ １床あたり 100 万円

■「改築」：既存施設を取り壊し、新規に施設建物を整備 ⇒ １床あたり 120 万円

■「改修」：壁撤去など屋内改修のみ ⇒ １床あたり 50 万円 

      ＊ 上限は 7000 万円 

 

 介護保険対応サービス施設への転換を促進させるため、人員配置基準や施設基準の緩和、

あるいは第４次介護保険事業計画において病床転換の円滑な遂行を図るべく、参酌標準の

見直し（健康保険法附則改正）など、多方面から支援措置がとられています。 

 こうしたメリットの活用と将来の見通し等を十分に検討した上で、自院が担うべき機能

選択について決断が求められます。 
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>>>療養病床１５万床に踏みとどまるためには 

 介護療養病床の廃止方針が示されていることから、厚生労働省が想定する病棟再編後の

将来像は、2012 年度には医療療養病床のみの 15 万床まで削減するというものです。 

 医療療養病床 15 万床に残るためには、ターニングポイントとなる指標はどのようなもの

か、また必要とされる取り組みについて、改正前の主要な入院基本料の人員配置基準との

対比等を通じて、現行の療養病棟入院基本料の届出・人員配置基準などの直面する要素か

ら検討を行います。 

 

■療養病棟入院基本料（改定前） 

 点 数 人員配置基準 

療養病床入院基本料１ 

（老人） 

1209 

(1151)

・看護職員 25:1 以上（うち 2割以上が正看護師）

・看護補助者 20:1 以上 

療養病床入院基本料２ 

（老人） 

1117 

(1080)

・看護職員 25:1 以上（うち 2割以上が正看護師）

・看護補助者 25:1 以上 

 

■特殊疾患療養病棟入院料（改定以前） ⇒ 2006 年 6 月末で廃止 

 点 数 人員配置基準 

特殊疾患療養病棟入院料１ 

(重度の難病患者・障害者が8割以上) 
1980 

・看護職員 20:1 以上（うち 2割以上が正看護師）

・看護補助者 20:1 以上 

特殊疾患療養病棟入院料２ 

(１を除く重度の障害者が８割以上) 
1600 

・看護職員 20:1 以上（うち 2割以上が正看護師）

・看護補助者 20:1 以上 

 

■障害者施設等入院基本料（一般病床） 

 点 数 人員配置基準 

10:1 入院基本料 1269 10:1（7 割以上が正看護師） 

13:1 入院基本料 1092 13:1（同上） 

15:1 入院基本料 954 15:1（同４割以上） 

(＊)重度の肢体不自由児、重度障害者、筋ジストロフィーなどの難病患者７割以上 

  在院日数の縛りはなし 

 

 

医療療養病床として生き残るために求められる条件 ３ 
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■現行の療養病棟入院基本料 

 点 数 病棟届出基準および人員配置基準 

入院基本料Ａ 

（医療区分３） 
1740 

入院基本料Ｂ 

（医療区分２＋ＡＤＬ２・３） 

1344 

入院基本料Ｃ 

（医療区分２＋ＡＤＬ１） 
1220 

入院基本料Ｄ 

（医療区分１＋ＡＤＬ３） 

885 

入院基本料Ｅ 

（医療区分１＋ＡＤＬ１・２） 
764 

 

【25:1 病棟】 医療区分２・３が８割未満 

・看護職員 25:1 以上（うち２割以上が正看護師） 

・看護補助者 25:1 以上 

・夜勤常時２人以上（１人看護職員/72 時間以内制限） 

【20:1 病棟】 医療区分２・３が８割以上 

・看護職員 20:1 以上（うち 2割以上が正看護師） 

・看護補助者 20:1 以上 

・夜勤常時２人以上（１人看護職員/72 時間以内制限） 

＊夜勤を除く上記条件のいずれかを満たせない場合は、 

入院基本料 Eしか算定できない（＝Ｅ病棟） 

【介護保険移行準備病棟】 医療区分１が６割以上 

・看護職員と看護補助者合計で 15:1 以上 

・看護職員が３分の１以上（うち２割以上が正看護師） 

・夜勤常時２人以上（１人看護職員/72 時間以内制限なし）

【特別入院基本料算定病棟】 

人員配置基準なし 

 

 

 これまで特殊疾患療養病棟入院料を算定していた医療療養病床であれば、従前の対象患

者が現行の療養病棟入院基本料の医療区分２・３にほぼ該当する上、上記の表でも明らか

なように人員配置基準も重複するため、当面の間は医療療養病床として存続するという選

択も比較的容易だと考えられます。 

 しかし現実的には、医療区分１の該当患者を抱える療養病床は多く、これらの医療機関

が 20:１を目指した人材確保と区分２・３該当患者比率の８割超を達成することは、相当

な困難が予想されています。軽度の患者が多い病棟の場合、介護療養病床への一時的な避

難や老健施設、介護保険移行準備病棟への転換も視野に入れて、病棟運営を検討する必要

があります。 

 なお、一般病床に転換した上で、障害者施設等入院基本料を算定するのも一法です。算

定できる点数はそれほど高くはなく、看護配置 15:1 以上は新たなハードルとなりますが、

在院日数の縛りがないことと対象患者が重複していること、さらに加算算定が可能である

ことは、病床転換に向けた良い材料になるでしょう。 

 

 

医療療養病床として経営を安定させる

には医療区分２・３該当患者の割合を高

く保つことが必要 

 ⇒ 区分２・３患者の８割超は 

   原則として看護配置 20:1 

∴ 医療療養病床として残るには、看

護配置 20：１以上が必須条件 
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>>>介護療養病床のゆくえ 

 医療必要度が高くない患者が比較的多い介護療養病床は、介護保険対象施設への転換が

近道であることは否めません。また、当然のことながら、軽度の患者が多い医療療養病床

についても同様のことがいえます。 

 厚生労働省は、今年度中に「地域ケア整備指針」を策定することを明示しており、これ

に基づいて都道府県は、療養病床再編を踏まえた地域ケア体制整備の基本方針や介護保険

サービスの利用見込みなどを盛り込んだ「地域ケア整備構想」をまとめる予定となってい

ます（2009 年度～「第４期介護保険事業計画」）。既に開始されている第３期介護保険事

業計画の中での移行可能枠を確保できなければ、現時点で老健保健施設などへの転換可能

枠がどの程度準備されるのかは不透明なままです。こうした背景から、制度廃止を控えた

介護療養病床と医療依存度が高い患者割合を確保する見込みがたたない医療療養病床は、

介護保険関連施設への転換に踏み切れない状況があると思われます。 

 

 

>>>医療療養病床への転換は可能か 

 一方、医療必要度の高い患者を多く抱える介護療養病床の場合は、医療療養病床へ転換

するという選択肢を視野に入れることもできます。このケースは、利用計画上の病床規制

などのハードルはなく、前述のような介護保険事業計画上の移行可能枠の問題とは逆に、

患者確保が病棟運営安定のカギになるということです。 

 この点では、医療区分２・３の患者をめぐる医療機関の競合がしばらく続くと共に、医

療区分の内容自体の変更も予想されるため、いずれも積極的な動きにはつながっていない

ようです。特に、特殊疾患療養病棟入院基本料の廃止に伴って、経過措置（P.３経過措置

（1）および(2)参照）として医療区分２・３に含まれることとなった患者も多く、医療転

換を想定しても現状での患者分類をそのまま適用できるかの判断は慎重に行うべきです。 

 

 

>>>「介護保険移行準備病棟」と「経過型介護療養型医療施設」 

 今回の療養病床再編策に伴って、老健施設などへの転換を想定し、社会保険事務局に対

し転換（移行）計画書を提出するという条件の下、移行に向けた準備段階にある療養病床

に対しては人員配置基準を緩和するなど、2011 年度末までの経過措置ながら一定の用意が

されています。 

決断を迫られる介護療養病床の新たな方向性 ４ 
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■介護保険移行準備病棟～医療療養病床対象 

 医療療養病床を対象にしたものとしては「介護保険移行準備病棟」が用意され、療養病

棟入院基本料と同額の報酬にも関わらず、人員配置基準が緩和されている点に魅力があり

ます。しかし、医療区分１該当患者が６割以上という条件がネックとなり、収入を伸ばす

ことが困難な条件に設定されています。移行準備計画を提出した後であっても、これをや

めて医療療養病棟に復帰することは可能ながら、未だ乏しい判断材料から同病棟の届出は

伸び悩んでいるのが現状のようです。 

 また、老健施設などへの転換決断後であっても、実際に転換するまでの期間については、

収入確保に向けて医療区分２・３該当患者の獲得に取り組まざるを得ないため、移行準備

病棟には、消極的な動きとなっていると推測されます。 

 

■経過型介護療養型医療施設～介護療養病床対象 

 一方、介護療養病床の場合には、施設移行を前提とした「経過型介護療養型医療施設」

が、要件を緩和された選択肢の一つとなっています。ここでも社会保険事務局への転換計

画書提出が条件になりますが、人員配置基準が緩和されても要介護度の高い患者の報酬が

低く設定されているため、大きなメリットを実感できません。そのため、多くの介護療養

病床が次期介護報酬改定まで状況を注視する姿勢を見せています。 

 

 

>>>経過措置２年間経過後の方向性は引き続き検討が必要 

 特殊疾患療養病棟入院基本料廃止に伴う経過措置によって、かろうじて医療区分２・３

の患者割合を保持している医療療養病床は、とりわけ期間経過後の自院の方向性について、

あらゆる検証と検討が必要とされます。 

 医療区分の高い患者の積極的受け入れは、いずれの医療機関も注力されていると思われ

ますが、実際に医療区分３の入院患者を多数抱えた場合、これに対応できる施設・設備と

人員体制が必要になります。また、経過期間の経過後、最終的に介護保険関連施設への転

換を決断した場合には、やはり改装や改築など施設面への投資が求められます。 

 第５次医療法改正によって、医療法人にも付帯業務として有料老人ホーム経営が可能と

なりますが、療養病床を抱える医療機関にとっては、充実した医療サポート提供を強みと

して、居住系サービスへの参入も選択肢となりうるといえるでしょう。 

 なお、高齢者の自己負担変更に伴い、入院時食事療養費に代えて入院時生活療養時を支

給することに合わせて、本年 10 月から療養病床入院基本料および特定入院料が一律 14 点

引き下げられることとなりました。ただし、入院時生活療養費は現在の 1920 円に 140 円が

上乗せされるため、改定後も医療機関の収入はトータルとしては変わりません。 
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 今次診療報酬改定と介護療養病床廃止の方針は、療養病床再編施策の本格的な幕開けを

知らしめるのに十分なインパクトとなったといえるでしょう。実際に、今次改定における

患者分類の導入を機に、業務停止や閉院となった慢性期病院も存在します。 

 療養病床 15 万床に「残る」将来像を描くにあたっては、自院の抱える入院患者と病院機

能・特性、地域のニーズを十分に勘案した上で、将来の選択肢を定めなければなりません。 

 現実的に採りうる方策にはどのようなものがあるかをみていきます。 

 

 

>>>より医療必要度の高い患者確保を図る 

 自院の患者分類を終えて、医療区分の高い患者の割合があまり高くない場合には、収益

確保に向けての取り組みが必要です。具体的には、医療区分２・３の患者を多く受け入れ

るための方策として、次のような取り組みが挙げられます。 

 

■医療区分２・３の患者を受け入れるための方策 

 ①地域医療連携の強化 ⇒ 重症患者の紹介件数増加 

 

 ②在宅療養適応入院患者の移行促進 ⇒ 医療必要度が低い患者の割合引き下げ 

 

 ①については、周辺医療機関の地域医療連携室や医療相談窓口などへ積極的に働きかけ

て、重症者を紹介してもらうよう連携強化を図ることが近道です。同時に、こうした患者

の受け入れ体制を整えるため、医療区分３対象となる疾患に対応可能な設備・機器（人工

呼吸器、生体情報管理システムなど）と人員配置の準備が必要になります。 

 

 また、②の取り組みとしては、介護サービスも含めた地域ケアとの連携や行政とのネッ

トワークの関係を強め、在宅のみならず居住サービスを対象とした在宅医療支援サービス

を充実させて、医療依存度の低い患者を自宅や介護施設等に移動させる試みがあげられま

す。しかし、患者本人の意向もあるため、効果の程度は読みにくいというのが実情です。 

 

 

 

 

療養病床が選択しうる取り組み ５ 



療養病床の選択肢 ～病棟戦略の検討ポイント 

医業経営情報レポート 15

>>>病床機能の変更 

 収支改善のため、新たな報酬点数の算定を目指して病床機能を変更することにも検討の

余地があります。いずれも、患者分類結果を踏まえて選択しなければなりません。 

 

■医療区分２・３の患者を受け入れるための方策 

 ①一般病床に変更届出 ⇒ 障害者施設等入院基本料、亜急性期入院管理料 等 

 

 ②回復期リハビリテーション病棟に変更 ⇒ 病床転換なくして算定点数アップ 

 

 一般病床への届出変更によって、障害者施設等入院基本料を算定することができるよう

になるのが①のケースです。 

 これは、在院日数の縛りがない上、15:１入院基本料であれば 954 点を算定でき、改定後

の療養病棟入院基本料Ｄを上回る点数設定です。特殊疾患入院施設管理加算などが可能と

なっているため、比較的重症患者を多く抱える病棟がある場合には、療養の一部を一般病

床とすることによって、少なくとも赤字解消への足がかりになる可能性があります。さら

に、一般的には看護職員の確保が必要と推測されますが、院内の配置転換で対応できるケ

ースもあります。そのほか、緩和ケア病棟への転換も想定されますが、これには施設基準

の充足が大きなハードルとなります。 

 

 また②の場合には、一般病床に転換することなく算定が可能になることが魅力ではあり

ますが、ＰＴおよびＯＴの確保が最重要課題だといえます。施設基準充足と同時に、算定

の上限日数が短いために病床稼働率の影響が大きく、この維持のために継続的な患者確保

策への取り組みが必要になります。 

 対象患者の紹介先として周辺医療機関、とりわけ急性期病院へのアプローチを強化しな

ければならないのは同様です。加えて、地域医療連携クリティカルパスの採用が今後の課

題となるでしょう。 

 

 

>>>在宅医療サービスとの協働 

 医療区分１の患者の受け入れ先が限られてくることにより、厚生労働省の目指す方向に

沿う形で、医療依存度の低い患者の在宅への流れの加速が予想されます。この動きに対応

し、今次診療報酬改定で新たに導入された「在宅療養支援診療所」として届け出るなどし

て、在宅医療へのシフトを検討することも選択肢のひとつとなります。在宅療養支援診療

所であれば、特定施設の入居者に対する訪問診療であっても、在宅時医学総合管理料を算

定することができます。 
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 より積極的に、来年度より医療法人の付帯業務拡大として有料老人ホーム経営が可能に

なる制度改定を活用して、介護療養病床や医療依存度の低い患者が多い医療療養病床は、

施設を有料老人ホームなどの居住系サービスに転換し、在宅療養支援診療所を併設する方

法も考えられます。このパターンであれば、有料老人ホームから転換した病院が在宅療養

支援診療所と同様の医療体制を備えている場合として、７月から算定が可能となった在宅

時医学総合管理料の対象となることも可能です。 

 有料老人ホームの施設面のハードルはより高いものですが、居住費設定の自由度が高い

ことは将来に向けた検討材料となりますし、（介護施設転換 ＋ 在宅療養支援診療所）と

いう事業展開も有効策になりうると思われます。 

 

 療養病床を抱える医療機関は、自院の患者分類結果を踏まえて様々な方向へ進み始めて

います。検討すべき材料は多々ありますが、行政施策の流れを注視しつつ、それぞれの選

択の先に見える将来像を描き、今後の制度改定にも柔軟な病棟構成あるいは施設形態を目

指していかなければなりません。 

 

 

>>>今後の病棟運営を検討する視点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成20年度以降
平成18年度

・機能特化

・新規事業への参入

・減収対策

・コストダウン

・機能再編

（マイナーチェンジ）

・業務整備

・組織体制の整備

資金収支黒字経営

・機能特化

・事業再編

・新規事業への参入

・資金確保

・減収対策

・コストダウン

・減収対策

・コストダウン

・業務整備

資金収支均衡経営

抜本的改革

・経営継続性

・資金確保

・事業再編

・資金確保

・コストダウン

・減収対策

資金収支赤字経営

10％以上減収10％未満減収対前年医業収益
平成20年度以降

平成18年度

・機能特化

・新規事業への参入

・減収対策

・コストダウン

・機能再編

（マイナーチェンジ）

・業務整備

・組織体制の整備

資金収支黒字経営

・機能特化

・事業再編

・新規事業への参入

・資金確保

・減収対策

・コストダウン

・減収対策

・コストダウン

・業務整備

資金収支均衡経営

抜本的改革

・経営継続性

・資金確保

・事業再編

・資金確保

・コストダウン

・減収対策

資金収支赤字経営

10％以上減収10％未満減収対前年医業収益
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>>>医療機関の取り組み事例１～ケアミックス型 

 

■医療機関概要 

○診療科目 内科、外科、整形外科、リハビリテーション科 

○病床数  231 床 （一般 111 床 療養 120 床） 

      ・一般病棟入院基本料３（10：１） 

      ・障害者施設等入院基本料 

      ・回復期リハビリテーション病棟入院料 

      ・療養病棟入院基本料１  

○併設機能 サテライト診療所、介護老人保健施設、訪問看護ステーション、 

居宅介護支援事業所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

改定前 平成１８年度 平成２０年度

一般病棟入院基本料３
３６床

一般病棟入院基本料３
３５床

障害者施設等入院基本料３
４０床

回復期リハビリテーション病棟
入院料 ６０床

療養病棟入院基本料１
６０床（特殊疾患入院施設加算）

一般病棟入院基本料３
４０床（亜急性期病棟４床）

一般病棟入院基本料３
３１床（亜急性期病床４床）

障害者施設等入院基本料３
４０床

回復期リハビリテーション病棟
入院料 ６０床

療養病棟入院基本料２
６０床

一般病棟入院基本料２
４０床（亜急性期病棟４床）

一般病棟入院基本料２
３１床（亜急性期病床４床）

療養病棟入院基本料２
６０床

回復期リハビリテーション病棟
入院料 ４０床

療養病棟入院基本料２
（介護保険移行準備病棟）６０床

配

分

の

変

更

配

分

の

変

更
今
後
の
検
討
課
題

改定前 平成１８年度 平成２０年度

一般病棟入院基本料３
３６床

一般病棟入院基本料３
３５床

障害者施設等入院基本料３
４０床

回復期リハビリテーション病棟
入院料 ６０床

療養病棟入院基本料１
６０床（特殊疾患入院施設加算）

一般病棟入院基本料３
４０床（亜急性期病棟４床）

一般病棟入院基本料３
３１床（亜急性期病床４床）

障害者施設等入院基本料３
４０床

回復期リハビリテーション病棟
入院料 ６０床

療養病棟入院基本料２
６０床

一般病棟入院基本料２
４０床（亜急性期病棟４床）

一般病棟入院基本料２
３１床（亜急性期病床４床）

療養病棟入院基本料２
６０床

回復期リハビリテーション病棟
入院料 ４０床

療養病棟入院基本料２
（介護保険移行準備病棟）６０床

配

分

の

変

更

配

分

の

変

更
今
後
の
検
討
課
題

今
後
の
検
討
課
題

●減収対策
・病床配分の見直し（整形病棟の拡大）
・亜急性期入院医療管理料の取得（８床）
・療養病棟療養環境加算１の取得
●専門職の確保
・医師、看護師、リハビリスタッフ
●業務プロセスの再構築（機能評価更新への対応）

検討の視点（１８年度）

●機能再編
・一般病棟入院基本料３→２へ高位化
・回復期リハビリテーション病棟の縮小
・療養病棟の機能再編（段階別ケア体制）
●介護事業の拡大
・小規模多機能型居宅介護事業への参入

検討の視点（２０年度以降）

●減収対策
・病床配分の見直し（整形病棟の拡大）
・亜急性期入院医療管理料の取得（８床）
・療養病棟療養環境加算１の取得
●専門職の確保
・医師、看護師、リハビリスタッフ
●業務プロセスの再構築（機能評価更新への対応）

検討の視点（１８年度）

●機能再編
・一般病棟入院基本料３→２へ高位化
・回復期リハビリテーション病棟の縮小
・療養病棟の機能再編（段階別ケア体制）
●介護事業の拡大
・小規模多機能型居宅介護事業への参入

検討の視点（２０年度以降）
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>>>医療機関の取り組み事例２～ケアミックス型 

 

■医療機関概要 

○診療科目 内科、リハビリテーション科、眼科、口腔外科 

○病床数  270 床 （医療療養 82 床 介護療養 188 床） 

      ・療養病棟入院基本料１  

      ・介護療養施設サービス費Ⅰ  

○併設機能 介護老人保健施設、居宅介護支援事業所、通所介護事業所、 

認知症対応型共同生活、介護保険サービス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●減収対策
・病棟対象患者層の見直し
・医療、介護病床数の配分の見直し
・短期的取組みの実施
（特殊疾患入院医療施設加算、夜間勤務等看護
の取得）

●業務整備
・業務プロセスの標準化

検討の視点（１８年度）

●機能整備
・段階別での病棟機能の再編
（回復期リハビリテーション病棟入院料の取得）
●介護事業の拡大
・介護老人保健施設への転換
・有料老人ホーム（高齢者賃貸住宅）事業への
参入または協定
・訪問、通所機能の新設

検討の視点（２０年度以降）

●減収対策
・病棟対象患者層の見直し
・医療、介護病床数の配分の見直し
・短期的取組みの実施
（特殊疾患入院医療施設加算、夜間勤務等看護
の取得）

●業務整備
・業務プロセスの標準化

検討の視点（１８年度）

●機能整備
・段階別での病棟機能の再編
（回復期リハビリテーション病棟入院料の取得）
●介護事業の拡大
・介護老人保健施設への転換
・有料老人ホーム（高齢者賃貸住宅）事業への
参入または協定
・訪問、通所機能の新設

検討の視点（２０年度以降）

改定前 平成１８年度 平成２０年度

療養病棟入院基本料１
４８床

療養病棟入院基本料１
５４床

介護療養施設サービス費Ⅰ
５８床

介護療養施設サービス費Ⅰ
５５床

介護療養施設サービス費Ⅰ
５５床

療養病棟入院基本料２
４８床

療養病棟入院基本料２
５４床

療養病棟入院基本料２
５８床

介護療養施設サービス費Ⅰ
５５床

介護療養施設サービス費Ⅰ
５５床

回復期リハビリテーション病棟
５０床

療養病棟入院基本料２
６０床

療養病棟入院基本料２
６０床

配

分

の

変

更

配

分

の

変

更

介護療養施設サービス費Ⅰ
５０床

介護療養施設サービス費Ⅰ
５０床

今
後
の
検
討
課
題

改定前 平成１８年度 平成２０年度

療養病棟入院基本料１
４８床

療養病棟入院基本料１
５４床

介護療養施設サービス費Ⅰ
５８床

介護療養施設サービス費Ⅰ
５５床

介護療養施設サービス費Ⅰ
５５床

療養病棟入院基本料２
４８床

療養病棟入院基本料２
５４床

療養病棟入院基本料２
５８床

介護療養施設サービス費Ⅰ
５５床

介護療養施設サービス費Ⅰ
５５床

回復期リハビリテーション病棟
５０床

療養病棟入院基本料２
６０床

療養病棟入院基本料２
６０床

配

分

の

変

更

配

分

の

変

更

介護療養施設サービス費Ⅰ
５０床

介護療養施設サービス費Ⅰ
５０床

今
後
の
検
討
課
題
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■入院収入面の検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⇒ 「医療区分１＋要介護３・４・５」の患者は介護保険サービスに移行させる「要介護

２以下」の患者は医療保険対象の方が、まだダウン幅が小さいため、医療療養病床で

維持し、いずれ在宅もしくは介護保険サービスへ移行の準備 
 
 
■実際の患者状態像の適用結果から 

 

要介護１ 983点

要介護２ 1,093点

基本料Ｅ 1,083点

基本料Ｄ 1,204点

要介護３ 1,331点

要介護４ 1,432点

要介護５ 1,523点

基本料Ｃ 1,544点

基本料Ｂ 1,663点

基本料Ａ 2,059点

介護報酬診療報酬

要介護１ 983点

要介護２ 1,093点

基本料Ｅ 1,083点

基本料Ｄ 1,204点

要介護３ 1,331点

要介護４ 1,432点

要介護５ 1,523点

基本料Ｃ 1,544点

基本料Ｂ 1,663点

基本料Ａ 2,059点

介護報酬診療報酬

医療３医療２医療１

５１８９１２４
計 ２６４人

１１１２４３６ADL１

２４３４７９２ADL２

４８３５５３１３６ADL３

医療保険
介護

保険

医療３医療２医療１

５１８９１２４
計 ２６４人

１１１２４３６ADL１

２４３４７９２ADL２

４８３５５３１３６ADL３

医療３医療２医療１

５１８９１２４
計 ２６４人

１１１２４３６ADL１

２４３４７９２ADL２

４８３５５３１３６ADL３

医療保険
介護

保険
医療保険

介護

保険

要介護１ 0人

不明* 12人
介護保険 計110人医療保険 計155人

要介護２ 0人

基本料Ｅ 15人

基本料Ｄ 0人

要介護３ 18人
要介護４ 21人

要介護５ 59人

基本料Ｃ 11人

基本料Ｂ 78人
基本料Ａ 51人

介護報酬診療報酬

要介護１ 0人

不明* 12人
介護保険 計110人医療保険 計155人

要介護２ 0人

基本料Ｅ 15人

基本料Ｄ 0人

要介護３ 18人
要介護４ 21人

要介護５ 59人

基本料Ｃ 11人

基本料Ｂ 78人
基本料Ａ 51人

介護報酬診療報酬 ○病棟構成 

 基本的に 医療保険 3病棟 

介護保険 2病棟 

○病床数 

 不明（介護認定未了者）12 人 

 入院基本料Ｅ 15 人 

 病棟ベッド数・男女部屋等を調整


